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はじめに

野生鳥獣保護管理検討会は、特定鳥獣保護管理計画のガイドライン及び第８次鳥獣保護
事業計画の改定基準を策定する必要があったことから、これらの在り方を検討するために
平成１１年７月に設置された これは 平成１１年６月の 鳥獣保護及狩猟ニ関スル法律 改。 、 「 」
正の際の衆参両院の付帯決議である 特定鳥獣保護管理計画の策定のための指針等を定め、「
るに当たっては 専門家及び自然保護団体等の意見を広く聞く を踏まえたものであり 平、 」 、
成１１年１１月に第８次鳥獣保護事業計画の改定基準を検討会として了承し、また、平成
１２年１２月に第９次鳥獣保護事業計画の基準を検討会として了承している。その際、当
該法改正時の、施行後３年を目途とした施行状況に関する検討を加える等との附則を踏ま
え、本検討会のような場においてこれらを検討するとの方向が示された。
こうした経緯を踏まえ 平成１４年１月より 平成１１年の 鳥獣保護及狩猟ニ関スル法、 、 「

律 改正の際の付帯決議等を踏まえた鳥獣保護及び狩猟の在り方について 基本的な論点と」 、
それへの対応の方向性を整理するための検討会として設置され 新 生物多様性国家戦略を、・
踏まえた新しい時代に必要とされる保護管理の方向について、検討を行ってきたところで
ある。

検討に当たっては、まず、検討会において現状と課題についての議論を行った上で、基
本施策、保護管理及び狩猟制度の３分科会を設け、それぞれの分科会で対応の方向性等に
ついての詳細の議論を行った。その後、３分科会における意見等を踏まえた対応の方向性
について整理を行い、再び検討会を再開し、対応の方向性について検討を行ってきたとこ
ろである。
検討の議論においては、我が国における鳥獣の生息の状況や近年の鳥獣による農林水産

業の被害なども踏まえ、幅広い観点から多くの意見が出されたところであり、これらの意
見についての集約を図り、今後の鳥獣保護及び狩猟の在り方としてとりまとめた。



１ 現状と課題

近年 シカ イノシシを中心とする一部の鳥獣の生息分布が回復 拡大し その生息数が、 、 ・ 、
増加しているとも考えられるところである。また、一方で絶滅のおそれがある野生鳥獣が
存在している。このような状況への適切な対応が、農林水産業等への被害や生物多様性の
保全の観点から課題となっている。

生息分布が拡大している一部の鳥獣については、中山間地域を中心として農林水産業や
自然生態系に被害等を与えており、都道府県や市町村が中心となって、被害防除対策や有
害鳥獣捕獲、特定鳥獣保護管理計画に基づく個体数調整が行われているところである。し
かし、平成１２～１４年度の農産物被害額は、いずれも２００億円を超えており、人と鳥
獣の軋轢が依然として生じている。

近年のこうした鳥獣の分布拡大や農林業被害の増加には、自然環境だけではなく、人間
の社会 経済活動も影響していることが指摘されている。・
中山間地域における過疎化の進行は著しく、過疎地域自立促進特別措置法で定義される
過疎市町村の数は であり、全市町村数の約４割にのぼっている。また５年ごとに行1,238
われる農林業センサスによれば、 年調査の耕作放棄地面積 年までの５年間に放棄1985 85（
された耕作地 は約 万 、 年調査では 万 、 年調査では 万 、 年調査） 9 ha 90 15 ha 95 16 ha 2000
では 万 と増加を続けている。耕作放棄地や手入れが行われなくなった里山 竹林、21 ha （
薪炭林 農用林など は イノシシ等の餌場やシェルターとなっていることが指摘されてい、 ） 、
るが、中山間地域における人の活動の低下は、いくつかの鳥獣に対して、好適な生息環境
を提供するという結果になっているといわれている。さらに、当該地域での過疎と老齢化
は鳥獣被害に対する地域住民の抵抗力を低下させ、被害が一層拡大するという循環が起こ
っている可能性が考えられる。

このような人と鳥獣との軋轢は今後さらに高まるおそれが高いことから、鳥獣の保護管
理について、体制の整備など総合的な取組による効果的な対応が求められている。

一方、人間の活動を背景として、これまで、哺乳類４種及び鳥類１８種が絶滅し、レッ
ドデータブックにおいて、哺乳類４８種及び鳥類９０種が、絶滅のおそれのある種とされ
ているところである。
絶滅のおそれのある野生鳥獣については 絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に、「

関する法律 以下 種の保存法 という に基づき 国内希少野生動植物種の指定 保護増」（ 、「 」 。） 、 、
殖事業などが行われている また 鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律 以下 鳥。 、「 」（ 、「
獣法 という においても 捕獲規制の実施や鳥獣保護区の指定などの対応を行ってきたと」 。） 、
ころであるが、引き続き、これらによる適切な保護の推進が求められている。

また、最近では、アライグマ、ヌートリア、タイワンザル、マングースなどの外来鳥獣
による農林業や生態系等の被害などが大きな課題となっているところであるが、これら外
来鳥獣を含めた外来生物については 平成１６年６月に 特定外来生物による生態系等に係、 「
る被害の防止に関する法律 以下 特定外来生物法 という が制定され、輸入等の規制や」（ 「 」 。）
防除など外来生物対策の枠組みが整備されたところである。

なお、生物多様性保全の観点から野生生物全般の保護に係る法体系の見直しが指摘され



ている中にあって、個別法について、絶滅のおそれのある種については種の保存法による
取組が行われ、また、外来生物については新たに特定外来生物法の制定が行われたところ
であるが、今後、鳥獣の保護と管理や狩猟の適正化の在り方を扱う鳥獣法についても、上
記のような鳥獣を巡る課題を踏まえ、見直しを行っていくことが必要であると考えられる。

２ 保護管理の推進の在り方

１ 基本的な考え方（ ）

ア 人と鳥獣との基本的な関係

人と鳥獣の基本的な関係については、平成１４年に改正された鳥獣法の目的規定の内容
を踏まえれば、生活環境、農林水産業及び自然生態系に対する害性、狩猟における資源性
や生物の多様性に着目して整理されるものと考えられる また 人と鳥獣との基本的な関。 、「
係 とは 鳥獣は人に対して意志をもって関係を築くことができないことから 人は鳥獣と」 、 、「
どのような関係をつくっていくべきか ということに置き換えざるを得ない。」
このようなことから、人と鳥獣の基本的な関係の考え方とは以下のように整理される。

鳥獣は、その存在自体が、人間の存続の基盤である自然環境の一部を構成していること
や、人々に多くの恵沢を与えていることから、その保護のため、鳥獣の生息環境の確保等
の取組に努めていくことが重要である。しかし、鳥獣が、生活環境、農林水産業に対する
被害や自然生態系に対する攪乱を与えていることに十分留意し、これらに対する取組も強
化していくことが必要となっている。
これらの取組に当たっては、個体群を念頭に置いた保護管理の考え方も踏まえつつ、ま

た、円滑な実施のために関係者間における合意形成を経て、地域の実情に応じて実施され
ることが望ましく、こうした取組全体を通して、人と鳥獣とが共生できる関係を維持して
いくことが重要である。

イ 適切な保護管理に向けての基本的な考え方

上述の 人と鳥獣との基本的な関係 を踏まえつつ、 １ 現状と課題 に述べたような課「 」 「 」
題に対応していくためには、保護管理を効果的に実施することが可能となるよう、実施体
制の整備を進めるとともに、実施に当たって関係各主体との連携等が効果的に行われるこ
とが重要である。

ア 体制の整備による効果的な実施（ ）
保護管理を効果的に進めていくためには、行政における適切な企画立案や計画策定、ま
た、それに基づく事業の適切かつ弾力的な実施が重要である。
このためには 保護管理に係る知識 技術を有した人材の確保が必要である また 地域、 ・ 。 、
の実情を踏まえ、総合的かつ柔軟な判断の下に保護管理を行えるよう、このような人材を
有し、被害対策も含めた保護管理が実施できる団体や民間企業の活動が期待される。

イ 保護管理における関係各主体の参画と連携の促進（ ）



鳥獣の保護管理については 地域の実情を踏まえた適切な対応が必要であり 関係する各、 、
主体の役割を明確にする中で、行政においては、特に、地域の実情に最も精通している市
町村の積極的な参画が必要である。また、計画や実施に当たって地域住民の意見が反映さ
れるとともに、これら地域住民が取組に参加できるよう工夫していくことが重要である。

さらに、鳥獣の保護管理への対応について、行政においては、鳥獣担当部局、農林水産
業に係る部局等複数の部局が関係していることから、総合的かつ効果的な保護管理を行え
るよう、関係部局間の緊密な連携が重要である。加えて、保護管理を効果的に進めるため、
必要に応じて隣接都道府県とも連携を図るなど、様々な主体の参画や連携を都道府県鳥獣
保護事業計画の中で計画的に進めることが重要である。

ウ 保護管理を踏まえた狩猟の実施（ ）
鳥獣の保護管理を踏まえた狩猟が実施されるようにすること、狩猟者の知識等の向上を
図ること、農林業被害等の多い地域において狩猟によってより必要な捕獲が進められるよ
うにすること等について、また、わな猟の適切な推進のため、猟具や免許の扱い、人の安
全のための使用場所の限定等について、検討を行っていくことが重要である。

エ 保護管理に必要な財源の確保（ ）
狩猟及び鳥獣の保護管理に係る都道府県の財源の安定化を目的とし、平成１６年度から、
これまでの狩猟者登録税 普通税 と入猟税 目的税 を一本化し、狩猟税 目的税 が創設さ（ ） （ ） （ ）
れたところであるが、今後、鳥獣の保護管理を適切に推進していくためには、幅広い財源
の確保が重要である。
このため 行政は関係団体等とも協力して 鳥獣保護等に関連する森林整備などのための、 、

事業との連携にも留意しつつ、広く一般市民に対して、狩猟及び鳥獣保護行政に係る現状
や課題、施策の内容やその必要性を示し、財源確保の重要性につき国民的な理解を得てい
くことが必要である。

２ 実施体制の整備（ ）

ア 関係主体の役割の明確化

鳥獣の保護管理を適切に実施するためには、行政機関等の各主体の役割を明らかにして
進めることが効果的である。特に、市町村については、鳥獣の捕獲許可の権限を都道府県
から委譲されるなど、鳥獣の保護管理の実施における役割が大きくなっているほか、都道
府県知事が定める特定鳥獣保護管理計画の実施に当たって適切な役割を果たすことが期待
されている。
また 保護管理の実施体制については 前述のとおり 地域の実情を踏まえ 総合的かつ、 、 、 、

弾力的な保護管理が実施できる団体や民間企業の活動が期待されている。
このようなことから、保護管理の適切な推進上、保護管理を行う事業者の役割も明確に
しておくことが必要であり、さらに、開発活動等を行う事業者や市民についても、鳥獣の
保護管理についてどのように対応すべきかを明らかにしていくことが必要である。

具体的な鳥獣の保護管理に係る各主体の役割について 基本的な考え方は 以下のとおり、 、
と考えられる。なお、行政においては、国の自然保護事務所を含め、その役割が適切に果
たせるよう体制の整備 強化を検討していくことが必要と考えられる。・



国の役割・
国際的 全国的観点から国全体としての鳥獣の保護管理の方向について示すとともに 鳥、 、

獣の保護管理のための法制度や指針などの基本的な枠組みの策定を行い、こうした枠組み
の下で施策を実施していく。また、このために必要な生息状況の把握や関連する技術の開
発等を行う。さらに、広域的な観点から保護管理が必要な特定の鳥獣について、地域の自
主性に配慮しつつ、必要に応じて広域保護管理指針を示すことなどにより、保護管理に係
る都道府県間の連携を支援していく。

地方公共団体 都道府県、市町村 の役割・ （ ）
都道府県は 国の施策と連携しつつ 地域の実情を踏まえ 鳥獣保護事業計画により鳥獣、 、 、
の保護管理の基本的な枠組みの策定を行い、施策を実施する。また、地域における生息状
況の把握や地域に適した関連技術の開発等を行う。
市町村は、都道府県知事の定める鳥獣保護事業計画の下で、国及び都道府県と連携して
保護管理を実施するとともに、特に特定鳥獣保護管理計画については、当該計画への参画
を通じて都道府県と連携を図る。

事業者の役割・
総合的な保護管理を行う団体や民間企業などの事業者にあっては、行政との連携を十分
に図り、効果的な保護管理ができるよう保護管理に係る技術の向上に努める。開発活動等
生態系に影響を与える経済活動を行う事業者にあっては、鳥獣の生息地に対する行為など
鳥獣の保護管理に与える影響に十分配慮する。野生鳥獣を観光等に利用する活動について
は、安易な餌付け等の地域の野生鳥獣の生息状況に影響を与えるような行為を行わないよ
うに努める。

市民 民間団体 ＮＰＯ，ＮＧＯ の役割・ ・ （ ）
人と鳥獣の基本的な関係等、鳥獣の保護管理について関心を寄せ、理解を深め、様々な

活動に参加することが期待される。例えば、野生鳥獣に関する情報を提供することや、野
生鳥獣の安易な餌付けを行わないよう喚起するなど、それぞれができることに取り組む。
民間団体 ＮＰＯ ＮＧＯ については 各団体の専門性等に応じて野生鳥獣の保護管理に（ ， ） 、

、関する普及･啓発活動を行うとともに、保護管理に関する調査活動への参画、評価、提言
合意形成、ならびに市民との情報の橋渡しなど積極的な役割を果たすことが期待される。

イ 総合的な保護管理を行う団体、民間企業の育成

保護管理の実施については 行政は主として政策の企画 立案を行い 捕獲や防除等の具、 ・ 、
体的な措置については、行政との連携の下、狩猟者団体や防除を行う企業により実施され
ており、これらの団体等については今後ともその役割を果たしていくことが期待される。
一方、鳥獣による農林業被害の深刻な状況が続く中、保護管理の実施体制の強化を図るた
め、行政との連携により、地域の実情を踏まえて、被害対策を含めた保護管理を総合的か
つ弾力的に業務として計画 実行できる団体や民間企業 以下 総合的保護管理団体等 とい・ （ 「 」
う を育成することも重要である。。）
このためには 国において 当該総合的保護管理団体等が適切な能力を有していることを、 、

明らかにするため 所属する人材が保護管理の知識 技術を有することを証することができ、 ・
るよう検討することなどが必要と考えられる。



ウ 人材の育成 確保・

保護管理を適正に行うためには、これに携わる者が、鳥獣の生息状況等の把握や、防除、
捕獲、生息地管理などの保護管理の手法についての知識等を有することが必要であり、ま
た、これらの個別の対策を適切に選択し組合せていく能力を有することも必要である。さ
らに、被害を受けにくい地域づくりに必要な知識や、保護管理を実施していくための関係
者間での合意形成の手法など広範な知識と経験が必要とされる。

しかしながら 行政機関などの各主体においては このような保護管理の知識 技術を有、 、 ・
する人材が不足しており、人材の確保が課題となっている。上述のとおり、多くの市町村
に鳥獣の捕獲許可等の権限が委譲されている現状において、鳥獣の保護管理を適切に進め
ていくためにも専門性のある人材の確保が重要である。

また、個体数調整のための鳥獣の捕獲を行う捕獲技術者や、上述の総合的保護管理団体
等においても保護管理の知識 技術を有する者の確保が必要であると考えられる。・
このため 保護管理の知識 技術を有した人材の育成と そのような人材が行政機関にお、 ・ 、
いて適切に配置されていく方策が必要である。具体的には国は地方自治体とも連携して、
以下のようなことについて検討することが必要である。

人材育成については 資格制度などにより 鳥獣の保護管理の知識や技術を有する者であ・ 、 、
ることを証明できる仕組みをつくること。

行政機関における配置については、行政の担当部局において科学的 計画的保護管理につ・ ・
いての専門的な知識を有する者が望ましい点について明らかにすること

なお、このような人材育成に当たって、大学や専修学校における専門的な教育を促進す
ることも重要である。

エ 施策ごとの体制整備
ア 鳥獣保護員の配置等（ ）
鳥獣保護員は、都道府県の行う鳥獣保護事業の実施を補助する者として都道府県に置か
れている。鳥獣保護員の活動については、狩猟における取締りが中心となっているが、近
年では、鳥獣の保護管理に関する普及啓発や指導も含めた広範な分野への対応が求められ
ている。

このような課題を踏まえれば、今後とも必要な人数の確保に努めつつも、市町村当たり
１名との配置の考え方にこだわらず、当該都道府県全体を考えて、地域の実情や鳥獣保護
員の専門的能力に応じた柔軟な配置も選択肢として検討される必要がある。

また 人選に当たっては 公募制の活用や専門的な知識を持った者の採用など柔軟な対応、 、
が必要と考えられる。
さらに 鳥獣保護員の能力向上のため 研修等の充実や上記で示した保護管理に係る資格、 、

の取得の推進を図っていくことが重要である。



イ 違法捕獲等の取締り（ ）
法令等により定められた手続や、認められた捕獲の方法などによらず行われる違法捕獲

やその販売等に対する取締りについては、鳥獣の保護を図るための事業を実施するための
基本的な指針 以下 基本指針 という において 都道府県の鳥獣担当部局が警察当局との（ 「 」 。） 、
調整により計画を作成するほか、連絡会議を設置し連携を図ること、情報収集等について
民間団体との連携 協力に努めることとされている。・

しかしながら こうした対応は限られており また 違法捕獲を行う者は違法であること、 、 、
を知らないで捕獲を行っているといった指摘もある。

このため 違法捕獲の取締りについて警察 民間団体との連携に努めるなど 基本指針の、 ・ 、
考え方を徹底することが必要であり、環境省や警察庁等関係省庁が連携していくよう体制
の整備を検討する必要がある。また、違法捕獲について国民が十分認識していない可能性
が高いことから、民間団体との連携も図り、違法捕獲等の知識について広く国民に普及す
ることについても検討が必要である。
また 違法に捕獲 販売された鳥獣の解放について 捕獲個体の生存のためのリハビリテ、 ・ 、

ーションや、地域の生物多様性を攪乱しない等、生態系への影響を考慮した方法の検討も
必要である。

ウ 傷病鳥獣の保護（ ）

傷病鳥獣保護については、基本指針において、鳥獣の保護思想についての普及啓発及び
鳥獣の保護に資するため 傷病により保護を要する鳥獣 以下 傷病鳥獣 という の保護、 （ 、「 」 。）
事業の効果的な実施に努めるものとするとされている。傷病鳥獣として捕獲される鳥獣は、
全国で年間約２万個体に達している。

傷病鳥獣保護に係る体制については 都道府県において 治療に当たっては 獣医師又は、 、 、
動物園と、その後の飼養に当たっては、動物園、ボランティア又は獣医師との連携が行わ
れている。また、半数近い都道府県でボランティアとの連携が制度化され、体制の中で位
置づけられている。しかし、保護された傷病鳥獣のデータを保護管理に活用している都道
府県は少ない状況である。

このため、飼養のためのボランティア制度を進めるほか、傷病鳥獣についてのボランテ
ィアとの効果的な連携を進めていくため、保護飼養やリハビリテーション、個体情報の把
握等の適正な技術を有したリハビリテイターの育成が必要である。

また、野生復帰のための考え方など傷病鳥獣の取扱いについて、普及啓発と科学的保護
管理の観点から基本的な考え方を検討することと、その考え方の下で、傷病鳥獣から得ら
れるデータについて、生息分布等のモニタリングや個体群に影響を与える可能性のある傷
病の発生状況のモニタリング等、科学的保護管理等への活用のため、採取データ項目の全
国的な統一を図ることなどの検討が必要である。

３ 総合的 計画的な取組の推進（ ） ・



ア 鳥獣保護事業計画の在り方

近年の鳥獣を巡る状況を踏まえれば、被害対策を含め鳥獣の保護管理を効果的に進める
とともに、生物多様性の確保に対応することが重要であり、特定鳥獣保護管理計画制度が
創設 運用されているところである。・

しかしながら、鳥獣の保護管理を巡る様々な課題に対して総合的に対応するためには、
特定鳥獣保護管理計画の上位計画であり、鳥獣についての基本的な考え方や施策の在り方
を示す枠組みである鳥獣保護事業計画について、計画の在り方についての基本的な考え方
や計画項目等について見直しを検討する必要がある。

（ 、現行の鳥獣保護事業計画制度は、鳥獣保護事業を進めるための施策 鳥獣保護区の指定
捕獲の許可基準等 の今後５年間の方向性について個別の対応を示している しかし計画の） 。
効果的な実施のためにも、計画策定のベースとなる現状認識やそれを踏まえた対応方向、
種や地域などに応じた保護管理の方向などを明らかにし、どのような課題について、どの
ように対応するのか分かりやすく示すことが必要である。

なお、都道府県の鳥獣保護事業計画が市町村と連携して適切に実施されるよう、計画の
策定に当たって、市町村の意見等が適切に反映できるようにすることが必要である。また、
鳥獣保護事業計画の策定に当たり、国全体としての鳥獣の保護管理の方向と国の役割につ
いて、 鳥獣の保護を図るための事業を実施するための基本的な指針 において具体的な整「 」
理をして示していくことが必要と考えられる。

このためには、以下の ア から カ の点等について検討することと、計画全体について、（ ） （ ）
都道府県及び市町村の役割を明らかにしていくことが必要であると考えられる。

ア 鳥獣を巡る現状と課題、対応の方向（ ）
鳥獣の生息状況等や関連する社会経済の現状を把握し、鳥獣を巡る課題を整理するとと
もに、それらを踏まえた対応の方向を示す。

イ 鳥獣の区分ごとの取扱い（ ）
鳥獣の保護管理を適切に行うため、鳥獣をその希少性や由来などにより区分し、区分ご

とにその取扱いの方向性を明らかにする。鳥獣の区分は、希少鳥獣、一般鳥獣、狩猟鳥獣
及び外来鳥獣の４つの区分 下記①～④ とすることが考えられる。具体的な区分の考え方（ ）
については、まず生息数の観点から希少鳥獣と一般鳥獣に２区分され、一般鳥獣のうち、
資源性や害性及び捕獲等がその生息状況に著しく影響を及ぼすおそれのないものが狩猟鳥
獣として別に区分される。また、外来鳥獣については、その由来が特別であることと、地
域の生物多様性に与える影響から、取扱いは別とし、１区分とすることが分かりやすくく
適切である。
これらの区分ごとに 以下の考え方を基本として 都道府県の実情に応じて 種又は地域、 、 、
個体群レベルの具体的な対応も含めて取扱いを整理する。また、上記区分とは別に渡り鳥
や海棲哺乳類など移動性の高い鳥獣 下記⑤ や地域的に個体群維持に支障が生じているが（ ）
一方で被害を発生させている鳥獣 下記⑥ についても 都道府県の実情や必要に応じて 考（ ） 、 、
え方を整理する。



なお 鳥獣は生態系の構成要素であることも念頭に置きつつ 外来鳥獣の地域の生物多様、 、
性に与える影響を考慮し、適切な取扱いとすることが必要である。

① 希少鳥獣
種の保存法による取組とも連携しつつ、生息状況の把握や鳥獣保護区の指定などの対応
を計画し、個体群の維持 回復に努める。・
② 一般鳥獣
地域個体群も念頭に 生息状況や重要な生息環境の現状 推移について それらに異変が、 ・ 、
あった場合に確認できるよう、その把握に努める。
③ 狩猟鳥獣
地域個体群も念頭に 生息状況等の把握に努め 必要に応じて捕獲を制限するなど 適切、 、 、
な対応に努める。
④ 外来鳥獣
特定外来生物法に基づく特定外来生物に対する措置は同法の下で行われるが、それ以外

については、必要に応じて、対応を検討する。

上記４区分と下記２区分は区分に当たっての考え方が異なることから、上記と下記の区
分に含まれる種等には重複がある。

⑤ 渡り鳥や海棲哺乳類など移動性の高い鳥獣
渡り鳥や海棲哺乳類について、生態的特徴や都道府県の実情を踏まえて考え方を整理す
る。

（ ）⑥ 要保護管理鳥獣 仮称
地域的に個体群維持に支障が生じているが一方で被害を発生させている鳥獣について、
その生態的特徴や都道府県の実情を踏まえて考え方を整理する。

なお 鳥獣法の対象種及び区分に該当する鳥獣のうち 狩猟鳥獣については 科学的知見、 、 、
の下に、定期的な見直しを行うとともに、鳥獣法の規定により適用除外とされているもの
について、十分な保護が図られていないと認められる場合は、適用除外の見直しを検討す
る必要がある。

ウ 隣接都道府県との連携（ ）
鳥獣の行動域は都道府県境を越える場合があるため、当該都道府県のみで適切な保護管
理が行えない場合がある。このため、都道府県境を越えた適切な保護管理を可能とするた
め、必要に応じて隣接都道府県との連携 調整 を図ることとし、その方法を明らかにする。（ ）
例えば、鳥獣保護区の指定、生息地の保全、被害防止対策、保護管理の区域や体制につ

いても連携の内容として考えられる。

エ 島嶼部等地形や気候が異なる特定の地域についての取扱い（ ）
島嶼部等地形や気候等の自然環境が他の地域と異なり、鳥獣の生息の状況がそのほかの
地域と比して著しく異なる特定の地域については、都道府県全体の管理方針に関わらず、
別の取扱いが必要になることが考えられる。このため、それらの地域の保護管理の在り方
を、必要に応じて別途計画の中で示すことを検討する必要がある。

オ 関係行政機関との連携（ ）



施策の展開に当たっては、それらが合理的、効率的に実施されるために、適切な手法の
選択や、施策の組合せが重要である。
このため、鳥獣担当部局内での関係施策間の調整はもちろんのこと、農林水産部局等他
の行政分野とも連携し、個体数調整だけでなく、生息地管理や被害防除等を組合せた総合
的な取組が重要である。この場合の連携内容や協力体制について整理することが必要であ
る。また、都道府県と市町村の役割についても整理することが必要である。

カ 計画項目の整理（ ）
鳥獣の保護管理に係る施策は、近年の自然環境、社会状況の変化に伴いその内容も変化

してきている。このため、例えば、ＯＰＲＣ条約に基づく油汚染事故対策等のため、海
鳥 水鳥 海棲哺乳類の生息状況についての把握や、鳥獣の保護管理を通じた環境教育の実・ ・
施について検討するなど、鳥獣保護事業計画の計画項目全体について構成の見直し等を行
う必要があると考えられる。

イ 特定鳥獣保護管理計画の適切な推進

特定鳥獣保護管理計画 以下 特定計画 という は 地域的に著しく増加又は減少してい（ 「 」 。） 、
る個体群の科学的 計画的保護管理により人と鳥獣との共生を図る目的で 平成１１年に創・ 、
設され、平成１６年１２月現在、３８道府県で５種について６１計画が策定されている。
制度創設後４年以上経過し、制度が目的とする適切な保護管理が実施できているかにつ

いての都道府県に対する調査によれば、概ね計画の目標に向かって進んでおり、効果が見
られると評価できるが、実施に当たっては、これまでに以下のような課題が明らかになっ
ている。

地域別、年次別事業計画策定の推進・
調査 モニタリングの手法の確立・ ・
専門的知識を有する職員の確保・
調査 モニタリングのための予算確保・ ・
市町村の役割の計画での位置づけ・

また 都道府県においては 計画の策定 実施に対して 市町村が参画するように取組む、 、 、 、
とともに、地域住民の意見が反映され、住民が取組に参加できるよう工夫していくことや、
効果的な特定計画の策定 実施のため、必要な知識 技術を有した人材を管理者として確保・ ・
することが必要であると考えられる このほか 国として 計画の適切な策定 実施等のた。 、 、 ・
め、全国的な規模で個体群の輪郭について把握するとともに、広域的な観点から保護管理
が必要な特定の鳥獣について、地域の自主性に配慮しつつ、必要に応じて広域保護管理指
針等を示すなどにより、保護管理に係る都道府県間の連携が円滑になるよう支援していく
ことが必要である。
個体数が減少している鳥獣や サル カワウなど有害捕獲での対処が中心となっている鳥、 、
獣に係る特定計画の策定の促進を図る必要があるが、これらについては、上記の課題への
対応を図ることにより、進めていくことが可能と考えられる。

なお これまでの評価で 特定計画の策定や実施に係る傾向や課題を把握することができ、 、
たが、ほとんどの計画が実施されてから十分な時間を経ていないことから、総合的な評価
を行うには、今後さらに状況の把握に努め、新たに明らかになった課題について対応を検



討する必要があると考えられる。

ウ 鳥獣保護区の在り方

鳥獣保護区については、鳥獣の保護又は生息地の保護の場として、平成１６年１２月現
在、国指定が６０箇所 約 万 、都道府県指定が３８８２箇所 約 万 あり、（ ） （ ）52 ha , 312 ha
区域全域において鳥獣の捕獲が禁止されているほか、特別保護地区において工作物の設置
等の行為について規制が行われている。

生息環境の保護のためには 規制のみならず 鳥獣が生息しやすい環境を確保することが、 、
必要であり、指定後の環境の変化などによる生息環境の悪化の回避等のため、必要に応じ
て、適切な管理を行っていくことが重要となっている。また、鳥獣保護区は、環境教育や
自然とのふれあいの場としてふさわしく、生息環境に負荷をかけない範囲で利用していく
ことも重要と考えられる。このため、これらを計画的に進めるため鳥獣保護区ごとの保護
に関する指針の充実を図り、保護対象の鳥獣の特性に応じた管理計画を策定することが考
えられる。

また、規制については、それを全ての保護区に対して一律に行うのではなく、当該鳥獣
保護区の実態にあった適切な規制の下での管理ができるよう、規制内容を選択することの
可能性について検討し、規制内容を管理指針や管理計画に反映させることが考えられる。

国指定鳥獣保護区については 国際的 全国的観点から 渡り鳥の飛行経路や鳥獣の重要、 ・ 、
な繁殖地などの情報の集積、分析を行い、これに基づいて計画的に指定を行う必要がある
と考えられ、このような指定の考え方を明らかにするとともに、モニタリングによる適切
な管理を推進することが必要である。特に国際的に重要な湿地については、ラムサール条
約湿地としての登録を視野に入れた指定の推進が必要と考えられる。

エ 生息状況等の情報の取扱い

鳥獣の科学的 計画的保護管理を行うためには 生息分布 個体の移動に係る情報 生息・ 、 、 、
の数や密度に係る情報、自然環境や農林業等の鳥獣による被害、社会経済などの状況の把
握、分析が重要である。現在、環境省においては、自然環境保全基礎調査等により、特定
の鳥獣についての生息分布の把握を行い、また、狩猟者等からの報告により狩猟鳥獣の捕
獲数を把握しているところである。さらに、都道府県においても特定鳥獣保護管理計画の
策定等に当たって対象鳥獣の生息状況等についての調査が行われているが、鳥獣の種によ
っては 生息数 密度を的確に把握することは困難な状況にある しかしながら 特定の鳥、 ・ 。 、
獣の全国的な生息数の動向を把握するため、地域ごとの生息状況や捕獲努力量等のデータ
を積み上げていくことが必要である。

また 鳥インフルエンザの発生を受けて 鳥類の移動経路を明らかにすることや 感染症、 、 、
のモニタリングが重要となっているが、鳥類等の移動経路に係る情報については、標識調
査の活用のほか、発信器による調査等様々な方法を活用すること、また、感染症のモニタ
リングについて、捕獲鳥類や傷病鳥等として持ち込まれた個体から得られる情報の共有な
ど関係省庁との連携を図ることが必要である。



さらに 野生鳥獣の生息状況等の把握を進めるためには 各都道府県の野生鳥獣の調査研、 、
究の充実や関係調査研究機関間の協力や連携も必要であることから、鳥獣保護センターや
林業関係試験研究機関等の既存の組織をうまく活用しながら、鳥獣保護管理のための調査
研究体制の充実について検討する必要がある。

なお 鳥獣法の適用除外となっている海棲哺乳類の保護管理について 環境省は保護管理、 、
に係る関係行政機関等と協力し、必要に応じて助言を行うため、生息状況等を把握してい
くことが必要である。

オ 被害対策の基本的な考え方

鳥獣による被害は 農林水産業に対するものを中心に依然深刻なものがあり 被害防止対、 、
策のより効果的な実施が求められている状況にある。
農林水産業に係る被害対策は、歴史的に被害対策が地域社会全体で行われていた経緯や、
近年の著しい農林水産業被害の状況を踏まえると、市町村を中心とした地域社会による防
除や捕獲の実施が重要であるが、一方で、農林家自らが、未収穫農作物の放置など結果的
に野生鳥獣に餌付けを行うような状況をつくらないように努めることが必要であり、また、
有害鳥獣捕獲を適切に行えるような対応の検討が必要である。

都道府県や国においては 政策的な判断により地域社会による防除 有害鳥獣捕獲等への、 ・
財政的支援や技術的支援を行うともに、生活環境や自然生態系への被害等についても対応
していくことが今後とも重要であると考えられる。なお、これらの取組においては、最も
効果的な方法を選択するため、その効果についてモニタリングを行っていくことも重要で
ある。

これまでの被害対策については、捕獲や防除等の個々の対策がそれぞれ独立して実施さ
れたため また 被害が発生している中山間地域の過疎化 高齢化による状況の変化を踏ま、 、 ・
えた対応がなされていないため、対策全体としての合理性や効率性を確保することが重要
である。

被害対策を効果的に実施するためには 捕獲 防除 生息地管理等の各手法を状況に応じ、 、 、
て適切に選択し、また、組合せることが必要である。このため、効果的な選択や組合せに
ついて検討するために、行政内部における関係部局の連携が必要であり、前述のとおり、
鳥獣保護事業計画において連携を図っていくよう検討することが重要である。

また、鳥獣被害を受けやすい環境の改善を図るため、農林水産部局等の関係部局との連
携により、耕作放棄地の問題や農地整備等に当たって鳥獣の侵入を妨げる工夫などの鳥獣
被害に強い地域づくりを進めることが重要であり、そのための考え方について検討を行う
必要がある。

鳥獣被害に対する救済措置については 鳥獣法上 農林水産業被害に対する捕獲等の手段、 、
をとることが可能であること、また、鳥獣は自然のものであり、コントロールしにくいも
のであることから、損失補償の対象とはならないと考えられる。しかしながら、鳥獣被害
を含めた災害への救済措置を行ってる農業災害補償法の補償制度における対応が行われて
おり、これによるきめ細かな救済措置の実施が期待される。また、中山間地等直接支払交



付金制度による鳥獣害防除対策への支援も行われており、今後の活用の拡大と制度の拡充
が期待される。

なお 鳥獣保護区 休猟区の指定については 鳥獣保護区においては 鳥獣の保護を図、 、 、 、「
るため特に必要のあると認めるとき 休猟区においては 狩猟鳥獣の数が著しく減少して」、 、「
いる場合 等指定の趣旨を踏まえて適切に対応することが必要である。」
また 狩猟鳥獣の捕獲の禁止や制限については 特に保護を図る必要があると認める対、 、「
象鳥獣がある場合 等禁止や制限の趣旨を踏まえ、適切に対応することが必要である。」

４ 適切な狩猟の実施（ ）

ア 保護管理を踏まえた狩猟の考え方

ア 保護管理における狩猟の位置づけと在り方（ ）
狩猟 登録狩猟 は、特定鳥獣保護管理計画に基づく捕獲など鳥獣の保護管理に貢献して（ ）
おり、科学的な保護管理の考え方のもとで今後ともその役割を果たしていくことが期待さ
れる。

このため、今後、狩猟者に鳥獣の保護管理についての知識や技術を深めてもらうことに
より、鳥獣の保護管理へのさらなる協力が期待できることから、保護管理の考え方につい
て、免許更新時の講習や狩猟者団体を通じる等により普及啓発を行うほか、関連する知
識 技術について狩猟免許試験の内容を充実させることが必要である。・

また、農林業等の被害が多発している地域等においては、必要な捕獲が狩猟においても
促進されることが望ましく、一方で地域個体群の維持の観点から、捕獲頭数等の制限が必
要な地域もあることから、その地域の保護管理計画の推進に資するよう、狩猟が行われる
ように検討していくことが考えられる。

さらに、銃猟については、事故発生の回避のため、銃猟禁止区域等の規制が設けられて
いるが、網やわなについては、銃猟と比べ事故の危険性は低いと考えられるが、箱わなに
子供が閉じこめられるなど、わなによる事故も発生しているところであり、人に対する危
険性が皆無といえない。
このため 人の安全を確保する観点から 地域の実情を踏まえ わな等の使用を禁止ある、 、 、
いは制限する場所について検討し、明らかにしていくことが考えられる。

以上のように 狩猟については 保護管理の観点から知識等の充実や実施方法についての、 、
検討を行い、また、人に対する事故防止の観点からわな等による狩猟を禁止あるいは制限
する場所について検討を行うことにより、今後とも適切に進めていくことが必要と考えら
れる。

また 狩猟の場の在り方については 安全確保と鳥獣の保護のために原則狩猟を禁止する、 、
との考えの下で、現行の猟区を拡大した可猟区で狩猟を認め、その他の地域は鳥獣保護区
等、狩猟を禁止する地域と個体数調整のみを認める地域とすべきとの意見がある。しかし、
一方で、安全確保や鳥獣の保護については現状においても規制の措置があり、狩猟を原則



禁止するような場の転換をする必要はないとの意見があった。
従って、今後の狩猟の場の在り方については、上記の課題を検討し、今後の狩猟の実施
状況や保護管理への効果、安全性のほか、保護管理の実施体制の整備の状況等を総合的に
見極めながら、どのような形が望ましいかを検討することとし、都道府県において特定鳥
獣保護管理計画の推進に資するような狩猟の在り方について早期に検討を進めつつ、引き
続きの課題としていくことが適切と考えられる。

イ 保護管理の知識を有して個体数調整の実施が可能な人材の確保（ ）

科学的 計画的保護管理の適切な実行のため 保護管理の目的で行われる個体数調整を適・ 、
切に行える人材の確保が求められている。

このためには、狩猟免許に加えて保護管理の資格を取得すること等により対応が可能で
あると考えられ、その観点から資格等の仕組みの検討も必要である。

なお、今後、保護管理の実施体制について、総合的保護管理団体等の育成が期待される
が、このような団体等が、その業務を適切に実施していくためには、保護管理の資格を有
した人材等の確保が必要である。このような人材は、当該団体等が個体数調整を保護管理
の考え方の下で計画 実行するよう指導できる人材となると期待される。・

イ わな猟等の適切な実施

わな猟における法定猟具のうち 特にくくりわな とらばさみについては ①錯誤捕獲の、 、 、
発生、②人や財産への危険性という問題があることから、その取扱いについて検討する必
要性が指摘されている。これに対する対応としては、猟具の構造の基準等の取扱いと適切
な架設が可能となる狩猟者の技術の向上が考えられる。なお、わなは、鳥獣による農林業
被害防止のため、重要な猟具の一つとして使用されていることから、この点について留意
することが必要である。

ア 猟具 くくりわな、とらばさみ の取扱い（ ） （ ）
①くくりわな
くくりわなの問題への対応について、架設場所と構造の改善の２つの観点からの検討が
考えられる。具体的には、①クマの錯誤捕獲等を防止する目的で、架設場所について制限
を行うこと、②ワイヤーの線径などの構造上の規制により、錯誤捕獲があった場合であっ
ても、当該鳥獣を放獣しやすいなどの構造のものとすること、といった方向が考えられる。
また 有害鳥獣捕獲許可によるものについても 上記の考え方も参考としつつ 検討を行、 、 、
う必要があると考えられる。
なお、胴くくりわな等、錯誤捕獲された場合の傷害が大きく放獣が困難な架設方法の取
扱いについて検討することが考えられる。

②とらばさみ
とらばさみについては ①くくりわなと異なり 捕獲された鳥獣を放獣するための改良が、 、

困難な構造であること、②くくりわなに比べて小型の哺乳類を対象とする猟具であるが、
他に替わりうる猟具として小型で比較的安価な箱わな等があること、③とらばさみによる



捕獲数が近年少ないことから、狩猟における使用禁止や使用禁止猟具とする可能性も含め
て規制を検討する必要がある。
この場合 農林業被害対策における使用の必要性等も踏まえるとともに 有害鳥獣捕獲の、 、

ために行われるものについては、錯誤捕獲においても影響の少ない構造のものを使用する
など、今後の取扱いを検討することが考えられる。

また こうした取扱いについて検討する間においても ホームセンターなどで販売されて、 、
いるとらばさみ等 トリモチや落としかごを含む 鳥獣の保護に重大な支障を及ぼす猟具が（ ）
違法に使用されないよう、販売店等への周知を徹底するとともに、確認の義務づけについ
てのその可能性を検討していくことが考えられる。

イ 狩猟免許制度に関する取組（ ）
網 わな免許を所有している者については 網とわなの両方を使う者は少なく 一方の猟・ 、 、
具のみを使用している実態があり、また、そもそも網とわなとは性質の異なった猟具であ
り、それぞれ対象とする狩猟鳥獣、必要な技術 知識も大きく異なっている。・
また 錯誤捕獲等の防止に向け わなの架設技術の向上等の課題に対応するためには わ、 、 、
なやわな猟についての専門性を高め、適切な猟具の取扱いが可能となるようにすることが
重要である。
このようなことから わな猟専用の免許を設けることが必要である なお 少数ではある、 。 、
が網猟とわな猟の双方を行う者のために これまでどおり 両方の猟具が使用できる網 わ、 、 ・
な免許を継続させていくことも必要である。この際には、網とわなについて、それぞれ詳
細な定義を行い、明らかにしていくことが必要と考えられる。

ウ わな等の猟具の適切な管理（ ）
網 わなの適切な管理を進めるため、狩猟において義務とされている網 わな猟具への架・ ・

設者名等の掲示を、許可による捕獲においても義務とするよう検討することが必要である。
また 架設されたわなの見回り 許可捕獲における捕獲方法を含めた総合的な適正審査の、 、
徹底、違法なわなの撤去についてその可能性を検討することが必要である。
なお、近年、愛好家が増加していると見られるワシ タカ類による捕獲 鷹狩り について、・ （ ）
鳥獣の保護管理の見地からその実態を把握するとともに、こうした伝統的な猟法の在り方
について検討課題としていくことが望ましい。

５ 個別課題への対応の考え方（ ）

ア 鳥獣の流通

ア ニホンザル（ ）
ニホンザルについては 近年 有害鳥獣捕獲と目的を偽って捕獲許可を得て 実験動物と、 、 、
して販売したと疑われる事例が問題となり、捕獲許可事務の適正な運用や違法捕獲等を行
う業者の取締りを強化する必要性が指摘されている。
このため 捕獲後の個体の処置の予定等に照らして 明らかに捕獲の目的が有害鳥獣捕獲、 、

ではないと判断されるものについては許可しないこととしている。
また 適切な保護管理の観点から 有害鳥獣捕獲等で捕獲されたニホンザルの販売を禁止、 、

する必要性も指摘されている。



近年のサルの捕獲数とサルによる農作物被害量の動向を見ると、被害に対応した捕獲が
行われていると推定され、農林業被害以外の要因により、捕獲数が増加している明らかな
兆候は見られていない。
また 関係する都府県に対する調査によると 有害鳥獣捕獲によるサルの捕獲後の処置方、 、

法は殺処分による処置がほとんどで、飼養している事例は限られている。

これまでのところ ニホンザルの販売により ニホンザルの生息に影響を与えている明ら、 、
かな兆候は見られていないが、関係団体等が実施した調査も参考にしつつ、今後も生息状
況等の把握に努め、必要に応じてとるべき措置を検討していくことが必要であると考えら
れるほか、農林業被害の発生状況や処分の方法について詳細な情報を得て、目的を偽って
捕獲がされないように、許可に当たっては厳正な審査を行うように対応することが必要で
ある。
なお 違法捕獲を防止する観点から 飼養登録制度の適切な運用を図ること また 特定、 、 、 、

鳥獣保護管理計画の積極的な導入と適切な運用により、地域個体群の長期にわたる安定的
な保護管理を図ることが必要と考えられる。

イ クマ類（ ）
クマ類については 胆のう クマの胆 が 医薬品の原料として利用されることがあること、 （ ） 、
から、捕獲許可の目的を偽って捕獲されているとの疑いが指摘されているところであり、
捕獲許可の事務の適正な運用やそのような違法な捕獲を行う業者に対しての取締りの強化
が求められている。また、ワシントン条約の附属書に掲載されたクマ類の国際的な保護の
立場から、我が国におけるクマの胆及びクマの胆原料を含んだ製品の販売及び流通を全面
的に禁止するべきとの指摘もある。

一方 近年のクマの捕獲頭数と農作物被害量は概ね対応していると考えられる また都道、 。
府県に対する調査や狩猟者からの聴き取りによれば、クマの胆の処分については自家消費
が中心であり、知人への譲渡もあるが専門業者に販売するなど流通経路にのって多数のク
マの胆が販売されているような状況にはないと推察される。また、近年のクマの生息状況
を見ると、全体としては生息域が拡大していると考えられ、都道府県に対する調査におい
ては、目撃情報等が増加しているところが比較的多い。
今後の対応については、関係団体等が実施した調査も参考にしつつ、今後ともクマの胆

の流通実態やクマ類の生息状況等について、関係省庁とも連携しながら把握に努め、状況
によって流通規制や要保護管理鳥獣 仮称 への位置づけも含め必要な措置の検討を行う必（ ）
要がある。
このような実態把握を進めるためには、鳥獣法の許可による捕獲や狩猟の結果報告にお
いて、クマの捕獲後の処置方法等について報告を求めることについて検討することが必要
と考えられる。
なお、農林業被害の発生状況等の詳細な情報を得て、目的を偽って捕獲がされないよう
に、許可に当たっては厳正な審査を行うように対応することが必要である。
さらに、特定鳥獣保護管理計画の積極的な導入と適切な運用により、地域個体群の長期

にわたる安定的な保護管理を図ることが必要と考えられる。

ウ 輸入鳥類（ ）
国内外で生息する同種の鳥獣で、国内で違法に捕獲が行われるおそれのある種について
は、国内の鳥獣の保護の観点から、その輸入について輸出国の適法捕獲証明書等の添付を



求めるなどにより規制を行っている。
規制の対象としている鳥類の種については、現在２３種であるがこれ以上の規制対象と

なる種が輸入されているとの指摘があり、実態把握により適切な対応の検討が必要である。

また 鳥獣法第２６条のただし書により 適法に捕獲されたことを証明する制度を有しな、 、
い国又は地域については、証明書の添付を要しないこととされているが、当該ただし書が
付された経緯や仮にただし書を除外した場合に国際的に問題が生じないか等総合的に調
査 検討し、当該ただし書の取扱いについて検討することが必要である。・

なお 国内で違法に捕獲した鳥を輸入鳥と偽って飼養している事例が指摘されており 取、 、
締りの強化が必要であるとの指摘がある。このため、輸入鳥と国内産の鳥との識別につい
ては、これまでも識別マニュアルの作成等により適切な識別に向けた取組を行っていると
ころであり、今後ともこれを推進する必要がある。

・ 、今後、より効果的な取締りのために、輸入実態や検疫 税関の手続等の調査も行いつつ
足輪などの個体識別措置の可能性も含め、どのような方法が効率的かつ効果的であるか、
他の法令の施行状況等も見極めながら検討を行う必要があると考えられる。

イ 愛がん飼養

愛がん飼養を目的とした鳥獣の捕獲許可については、昭和３２年の鳥獣審議会の答申に
おいて、本来は捕獲を禁止すべきものであるが、旧来より飼養の慣行もあるので、制度の
運用に当たっては、学術研究、教育参考資料、愛がん飼養のため必要な場合に限り、最小
限度においてこれを許可するようにすべきであるとされ、飼養に関する慣行を認めてきた
ところである。
また、昭和５３年の自然環境保全審議会の答申においては、日本に生息する種類の鳥獣

の愛がん飼養を広範囲に認めることは、鳥獣は本来自然のままに保護すべきであるという
理念にもとるのみならず、鳥獣の乱獲を助長することとなるおそれがあるので、廃止する
ことが望ましいが、過渡的措置として、次のような規制の強化を図る必要があるとして、
飼養のための捕獲の許可基準の厳格化や輸出国の適法捕獲証明書の制度等により、国内産
鳥獣の保護に好ましくない影響を与えることのないよう適切な指導を行う必要があるとさ
れている。
愛がん飼養目的の捕獲許可は かつては７種について認められていたが 捕獲については、 、
最小限度許可するとの考え方を踏まえ、これまで許可対象種を減らしてきており、平成１
１年からは 第８次鳥獣保護事業計画の基準 現在の基本指針 において メジロ ホオジ、「 」（ ） 、 、
ロの２種のうちいずれか１種について、１世帯１羽のみ飼養を認める扱いとしている。
一方 都道府県の許可の状況を見ると 愛がん目的の許可を行っていない都道府県や高齢、 、

者や身体障害者など野外や山野で自然を楽しむことが難しい者に限定して許可をしている
都道府県もある。
このような中 昭和３２年の答申等を踏まえ 野鳥の愛がん飼養は順次禁止すべきである、 、

という指摘がある。

愛がん飼養については 上記のような鳥獣審議会の考え方を基本としつつ 近年の対象鳥、 、
獣の生息状況、許可の状況、捕獲状況、飼養の実態等を勘案し、さらなる規制について検
討することが考えられる。


